

















本・ 韓国・ 台湾における農林水産物の輸出戦略」 と題して恒例の第12回国際セミナーを開催した。学
内外から約200名の方々 の参加を頂いた。
　我が国の農産物輸出額は2012年の4,497億円から2016年の7,502億円と確実に増加しており、2019年
には１兆円に拡大したいと政府は懸命である。その背景は上記のCPTPPや日欧EPA による農産物
の輸入拡大を考慮すると輸出の拡大にも配慮する必要があるからであろう。しかし、輸出の拡大には
関税率の引き下げだけではなく 、貿易相手国の動植物の検疫制度、商習慣などを熟知する必要がある。
そこで今年度の国際セミナーでは農水省で国際衛生対策の責任者の一人である伊藤氏を招聘した。さ
らに農物物貿易額の多い韓国と台湾の制度と実態に詳しい金先生と戴先生をお招きした次第である。
セミナーに参加された多くの方々 が、当日の報告を参考にして、九州からの農産物輸出を一層拡大さ
れることを期待している。
　本研究所の５名の研究員が８月にアメリカのロスアンゼルスに赴き、数多くのスーパーマーケット
を訪問し、小売業界の動向を調査・ 研究した。当地のJETRO事務所にもお世話になり、情報収集を
行った。その際、懇切丁寧なご教示を頂いた。その時の調査結果は本誌の５人のレポートに掲載され
ている。アマゾンによるホールフーズマートの買収劇が展開されている時期での訪米調査であったの
で、スーパーマーケット間の競争と買収の激烈さ、ネット販売と実店舗での販売の相克の強烈さを肌
で感じた調査であった。特にホールフーズマートが長い年月をかけて培ってきた有機食品の高価格ブ
ランド価値をアマゾンが買収直後から低価格で破壊したのには驚かされた。
　研究所は、本年度も株式会社ひよ子様と筑前町様から多大な研究資金の支援を頂いた。記して感謝
を申し上げます。
　本研究所に対して今後とも皆様からの一層のご指導、ご協力、ご支援をお願い申し上げます。
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